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アジア人財資金構想・金沢大学コンソーシアムにおける短期集中型ビジネス日本語教育とその評価植　（太田・深川・今井・島）

アジア人財資金構想・金沢大学コンソーシアムにおける

短期集中型ビジネス日本語教育とその評価植
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要　旨
　本稿は，アジア人財資金構想・高度専門留学生育成事業による金沢大学コンソーシ

アム（金大コンソ）のビジネス日本語（��）教育について述べた太田他（２０１０）の続

編である。金大コンソ��教育は，長期休暇期間中を利用した「短期集中型」を採用し

ているが，前稿で指摘した５つの問題点を改善した結果，第１期生７名と第２期生

（国内採用）２名に続き，タイ人とベトナム人（非漢字圏学生８名）を含む，第２期生

（海外採用）１５名においても，短期集中型カリキュラムによって学生の��力が伸長し

たことが確認された。一方，２０１０年１１月に行われた，政府行政刷新会議の事業仕分け

により，アジア人財資金構想という事業自体が廃止と結論づけられたため，今後，金

大コンソの��教育の運営を「自立化」させることが急務であり，そのための６つの自

立化計画案骨子を提示した。

キーワード：アジア人財資金構想，高度専門留学生育成事業，金沢大学コンソーシア

ム，短期集中型ビジネス日本語教育，自立化

１．序

　本報告は太田他（２０１０）の続編である。まず次節では，平成２２年度以降のアジア人

財資金構想（アジア人財）の展開とその流れを受け，金沢大学コンソーシアム（金大

コンソ）・高度専門留学生育成事業（高度専門事業）の対応について概観する。続く第

３節では，太田他同論文（���７�９）で指摘した「今後の課題」を受け，金大コンソ「短

期集中型」ビジネス日本語（��）教育カリキュラム内容の改善点を紹介し，その結果，

第２期生（海外直接採用）１５名においても受講学生の��力が一定程度上昇したことを

�

１　太田・深川（金沢大学留学生センター），今井（石川県国際交流協会），島（石川県産業創出支援機構）
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確認する（第４・５節）。そして，最後の第６節では高度専門事業終了後の金大コンソ

��教育を展望して本稿を締めくくる。

２．平成２２年度以降の高度専門事業

　アジア人財高度専門事業は，平成１９年度から経済産業省主導により開始したプロ

ジェクトで，アジアからの優秀な外国人を母国と日本の「ブリッジ人材」（海外技術者

研修協会２００６）として育成し，日本企業あるいは母国の日系企業に就職させることが

期待されている。平成２２（２０１０）年度現在，金沢大学を含む全国２３コンソーシアムで

事業が継続的に実施されているが（経済産業省経済産業政策局産業人材担当参事官室

２００７），平成２１（２００９）年１１月に行われた政府行政刷新会議の「事業仕分け注２」によ

り，事業そのものが「廃止」と結論づけられた。

　金大コンソ高度専門事業はこの流れを受け，平成２２年度から自然科学研究科博士前

期課程「高度専門（技術・ビジネス）留学生特別コース（特別コース）」の新規学生募

集と受入れを停止し�現在在籍する特別コースの修士２年生１５名（第２期生）と１年

生１９名（第３期生）に対する教育のみ継続して取り組んでいる。

３．金大コンソ短期集中型BJ 教育カリキュラムの改善点

　本節では金大コンソにおける��教育カリキュラムの改善点について述べる。

　まずここで，金大コンソにおける��教育の一大特徴を今一度纏めておきたい。それ

は，運営方法に「短期集中型」を採用し，夏期休暇中５週間１００時間と翌春期休暇中７

週間１４０時間で実施している点である。また，「短期集中型」の骨子をなすのは，①蹟

石川県国際交流協会日本語・日本文化研修センター（����）と共同運営で，②アジア

人財資金構想・共通カリキュラムマネジメントセンター・蹟海外技術者研修協会

（����）配信の教材集を金大コンソの実情に合わせ大胆にカスタマイズし，③ビジネ

ス・ティーチング・アシスタント（���）制度により，日本語教師が容易に扱えない

分野でコラボレーション授業を実施して，④金大内の「総合日本語コース（総合日本

語）」等の科目と教育内容の補完を行っている点であった（太田他２０１０，���２�４）。

�
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　　（事業仕分け第２��，事業番号：２�７１「産学連携による留学生向け実践的教育事業」，２０１１年１月参照）
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　しかし，同論文（���７�９）では同時にいくつかの問題点も指摘した。まず，拭会場と

なる����と金大が離れており学生が不便を感じている点，植非漢字圏のタイやベトナ

ムの学生たちに対して����配信教材集を再カスタマイズする必要がある点，殖短期

集中型��教育中の課題の与え方を改善する必要がある点，燭���と事前事後のより

入念な打合せを行う必要がある点，そして，織近い将来，金大コンソ独自で��教育を

運営していく際，����との連携をどのように行っていくか，の５点であった。このう

ち，拭と織については最後の第６節で触れることとし，本節では残りの３点について

述べたい。

　まず植については，太田他上掲論文で述べた「ルビ振りはもちろんのこと，語彙を

より簡単なものに置き換えたりする」（���８�９）ことを実現させ，日本語能力試験�２程

度の日本語力で理解できるような「リライト版」教材集注３を作成した。そして，この

テキストは，第２期生１５名のうちタイ人学生３名とベトナム人学生２名編成のクラス

の２００９年夏期��教育で実際に活用された。

　次に殖については，��教育の進行表を工夫することで出来る限りの改善を図った。

具体的には，負担の大きい課題が出されるタイミングを週末や休日の前に置くことで，

時間的な余裕を持たせるよう努めた。

　そして，最後に燭については，新しく導入した����配信教材の単元である，�５

「��コース：企業の情報化活動入門」において，���として金大の総合情報メディア

基盤センターでデータベースを専門とする教員を招聘し，事前勉強会を開催するなど

の工夫を行った。

４．短期集中型BJ 教育受講生の日本語力推移
　前節に述べたような改善を行った結果，特別コースに在籍する第２期生１５名（中国

人７名，タイ人６名，ベトナム人２名）の日本語力がどのように推移していったかを，

学生の「ビジネス日本語テスト簡易版（���）注４」得点レンジと���受験時注５の総合

�

３　リライト版教材集を作成し使用することは，アジア人財の��教育現場でのみ認められている
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

。したがっ

て，たとえその一部であっても本稿に掲載することはできない。

４　���は，２００９年３月まで（独）日本貿易振興機構（�����）が１８回にわたって実施してきた「���ビジネ

ス日本語能力テスト」をアジア人財用に簡易化したものであるが，２００９年４月から「���ビジネス日本語

能力テスト」が蹟日本漢字能力検定協会に移管されたことで，高度専門事業の���も同協会により実施さ

れることとなった。

５　初期値は２００９年７月２５日，最終値は２０１０年７月３１日に測定された。
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日本語のレベルとで示す注６。

　総合日本語のレベルで見ると，全員レベルが毎学期確実に上へ上がっており，中に

は���最終値の学期に総合日本語をもう受講しなくなったというケース（�３）も見ら

れた。

　一方，���得点レンジで見ると，初期値では�３が１０名と最も多く，�２が２名，�４が

３名いるという分布だった。それが最終値になると，レンジが�３から一気に�１まで伸

びた学生（�８）がいる一方，レンジ変化がなかったケースが９例も見られた（表１）。

５．短期集中型BJ 教育における評価

　次に，短期集中型��教育後の評価を見ると，評価は第１期生のときと同様，���

と��事後アンケートの２種で構成される。まず，���得点結果は次の表２のとおり

である。

�

６　���得点レンジと総合日本語のレベル設定については，太田他（２０１０）の４�５ページを参照されたい。

最頻値中央値最小値最大値標準偏差平均値

３５０３５９２７６４４９４６�７０３６４�２７初期値

４０２４１０３５４５４６５３�５５４２３�６０最終値

表２　特別コース第２期生のBJT得点に関するデータ

総合
日本語②

BJT
最終値

総合
日本語①

BJT
初期値

学生
総合
日本語②

BJT
最終値

総合
日本語①

BJT
初期値

学生

ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ９ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ１

ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ１０ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ２

ＦＪ２ＤＪ３Ｓ１１－Ｊ２ＥＪ２Ｓ３

ＥＪ３Ｃ２Ｊ４Ｓ１２ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ４

Ｅ�Ｊ３Ｃ２Ｊ３Ｓ１３ＦＪ２ＤＪ２Ｓ５

ＥＪ３Ｃ２Ｊ４Ｓ１４ＥＪ３Ｃ２Ｊ３Ｓ６

ＥＪ２Ｃ２Ｊ３Ｓ１５ＥＪ３Ｃ２Ｊ４Ｓ７

ＥＪ１Ｃ２Ｊ３Ｓ８

注釈：「－」は受講しなかったことを，「�」がついたものは途中で受講を放棄したことを，それぞれ表す。

表１　特別コース第２期生の日本語力推移に関するデータ
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　これらの値を用いて太田他（２０１０）の場合と同様，�検定を行ったところ，初期値と

最終値の間は前回同様５％水準で有意に上昇していることが分かった（��０�０３８）。ま

た，第２期生を漢字圏学生（中国人７名）と非漢字圏学生（タイ人６名とベトナム人

２名）とに分けてそれぞれ同様の検定をしたところ，前者が５％水準（��０�０３３），後

者が１％水準（��０�００３）で有意に上昇していることも判明した（表３）。

　これらの結果から，太田他（２０１０）の場合と同様，学生の��力は着実に伸長してい

ると言える。特に，非漢字圏の学生の���得点の伸長が著しく，初期値から最終値ま

での１年の間に行われた金大コンソ特別コースの教育カリキュラムを構成する，「短期

集中型��教育」，「総合日本語」，「インターンシップ」等が，今回も��力の伸びに一

定程度寄与したと推定することができる。

　次に，学生に対する事後アンケートだが，前回同様，����から提供された２０問の

原案に短期集中型��教育を行う金大コンソ側で１７問を追加し，計３７問の設問を５段階

評価で学生に回答させた注７。次の図１は，全設問と１５名分注８の平均評点及び標準偏差

を表したものである。�

�

７　問１�２８までは２００９夏と２０１０春共通のもの，問２９�３３は２００９夏用，問３４�３７は２０１０春用である。

８　ただし，問３０と問３２に無回答者がおり，�が１５ではない。

標準偏差非漢字圏標準偏差漢字圏

３６�６６３３９�１３３８�０４３９３�００初期値

２６�２４３９２�７５５６�２８４５８�８６最終値

表３　漢字圏／非漢字圏別BJT得点平均値と標準偏差
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　これらのアンケートの中で，金大コンソの��教育を特徴づける「短期集中型」につ

いて尋ねた「コース全体のスケジュールの適切さ」（問４）の結果を考察すると，２００９

年夏期��教育では５点満点の４�００点，２０１０年春期��教育では３�２０点であった。前回，

２００８年春期の同項目の４�５７点，同年夏期の４�２２点と比較すると，第２回目の��教育後

の得点が３点台に落ちていることが看取される。その主な理由として考えられるのは，

ちょうど本格的な就職活動（就活）の時期と重なったことであり，学生たちが就活を

しながら毎日の��教育を受講するのにかなりの負担を感じていたものと推察される。

　このほか，２回とも平均評価点が４点以上の項目は１６問あり注９，金大コンソ短期集中

型��教育は前回に続き，今回も受講学生から比較的肯定的な評価
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

を得ていると見てよ

図１　短期集中型BJ教育後アンケート及び結果（２００９夏＆２０１０春）
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いだろう。

　逆に，前回２点未満（１�５点）がついた「実施場所」（問５）は，第３節の拭で触れ

たとおり，����の立地条件から見て評価点の改善は望めないものと予想したが，今回

の結果は４�２０点（夏）および３�６７点（春）と，それほどまでに否定的ではなかった注１０。

　また，夏春どちらも３点台がついた３項目，すなわち「事前情報や説明が十分あっ

たか」（問１）と「大学の他の授業と調整しやすい時間割だったか」（問２），「教材の

分量は適切だったか」（問１４）は，前回挙げられたものとはまったく異なるものが２つ

挙げられている注１１。３つとも何らかの改善を図る必要があるが，中でも，最後の問１４に

ついては再度指摘を受けたものであり，今後何らかの形で対応策を講じたり，カリキュ

ラムを手直ししたりしていく必要があると考える。

６．金大コンソ短期集中型BJ 教育の今後の展開
　以上の結果を受けて，最後に金大コンソにおける「短期集中型」��教育の今後の展

開についての展望を述べる。

　アジア人財の枠組みの中で行われていたときは，教育体制を整えるための予算が十

分確保され，その上����という��教育全般をサポートする「共通カリキュラムマネ

ジメントセンター」の存在があった。しかし，それらの枠組みがすべて消滅する現在，

金大コンソ内で「自立」した形で��教育を運営していくことが求められている。その

ための「仕組み」作りを検討する作業は，実はアジア人財事業開始２年目の平成２０

（２００８）年度から始まっていた。しかしながら，第２節で述べたとおり，事業廃止が突

如決まったため，��教育自立化の仕組みづくりを加速する必要に迫られたのである。

　そこでこの最終節では，��教育自立化を翌年度に控えた段階での「自立化計画試案」

を紹介する。

①　事業としてのアジア人財の枠組みが消滅した後は��教育を金大内に移管し，総

合日本語内の１プログラムとして継続し，運営する。

②　アジア人財のときのように対象学生を自然科学分野に限定せず，金大全学へ向

�

９�前回は３０問中２３問であった。

１０　理由としては２つ考えられる。拭２００９年夏��教育受講時に����から比較的近いところに集住していた

こと，植２００９年夏の経験から２０１０年春��教育時点では大学と����間の通学に慣れて，不便さを感じなかっ

たと思われること，である。

１１　前回は「教材内容」（問１３）と「教材分量」（問１４）と，両方とも教材に関するものに集中していた。
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けて開放する予定だが，受講生数を限定した上で，受講生募集時に「日本語能力

試験�２レベル程度以上であること」という受入れ条件を明確に
・ ・ ・

設ける。

③　大型の予算がなくなり，また受講生の構成も大きく変わることから，これまで

のような「短期集中型」のみでの��教育運営は不可能となる。そのため，学期期

間中に行う��教育を組み合わせる形で，新しい「折衷型」による１年半の��教

育プログラムモデルを提案する。

④　著作権の関係で，今後����配信の��教材集を継続して使用することが徐々に

困難となるため，「教材の自立化」も漸次図っていく。

⑤　金大内に移管後の��教育では，金大留学生センターの日本語教員も教育に直接

参加するとともに，����で��教育を経験した日本語講師の一部にも協力を要請

し，両機関の協力と提携関係を維持する。

⑥　金大内の就職支援部局（就職支援室）との連携を強化し，学内外の���人材の

紹介と派遣，エントリーシート添削時の指導協力等，��教育が直接学生の就活現

場で生かされるような環境づくりを行う。

　以上の６点が金大コンソにおける��教育自立的運営の骨子となる。まだすべては実

現していない段階だが，これまでの��教育の経験により，運営のノウハウはかなり蓄

積されてきた。予算的な制約があっても質の高い��教育が行えるよう，今後も教育実

践と教育研究を継続していきたいと考えている。
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